
常務理事会 

（第48事業年度・第７回 

平成25年10月１日常務理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

Ⅰ 審議事項 

１．IFAC公開草案『「IFAC定款・付

属定款の改訂案」に対するコメン

ト』に関する件 

国際会計士連盟（IFAC）から平成25

年８月に公表されたIFAC加盟団体及び

関係団体向けの公開草案「IFAC定款・

付属定款の改訂案」に対する協会意見

を取りまとめた旨提案があり、審議の

結果、提案どおり承認された。 

２．業種別委員会からの答申『業種

別委員会実務指針第14号「投資信

託及び投資法人における監査上の

取扱い」の改正について』に関す

る件 

平成25年税制改正に伴う「投資法人

の計算に関する規則」の改正を踏まえ、

業種別委員会実務指針第14号「投資信

託及び投資法人における監査上の取扱

い」を改正する旨提案があり、審議の

結果、提案どおり承認された。 

３．会計制度委員会からの答申に関

する 

(1) IASB公開草案「保険契約」に対

する意見について 

(2) IASB公開草案「農業：果実生成

型植物（IAS第16号及びIAS第41号

の修正案）」に対する意見につい

て 

国際会計基準審議会（IASB）から平

成25年６月20日付けで公表された公開

草案「保険契約」及び６月26日付けで

公表された公開草案「農業：果実生成

型植物（IAS第16号及びIAS第41号の修

正案）」に対する協会意見を取りまと

めた旨それぞれ提案があり、審議の結

果、提案どおり承認された。 

４．会計制度委員会からの意見具申

『「連結財務諸表の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部

を改正する内閣府令（案）」等に

対する意見』に関する件 

金融庁から平成25年８月26日付けで

公表された「連結財務諸表の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部

を改正する内閣府令（案）」に対する

協会意見を取りまとめた旨提案があり、

審議の結果、提案どおり承認された。 

５．「新規上場における内部統制報

告書提出に係る負担の一定期間の

軽減に対する意見」に関する件 

金融審議会の「新規・成長企業への

リスクマネーの供給のあり方等に関す

るワーキング・グループ」において、

新規・成長企業へのリスクマネー供給

策や新規上場の推進策について検討を

進めている。検討の中で、新規上場に

伴う事務負担の軽減に関して新規上場

のコストを低減する観点から、内部統

制報告書の提出に係る負担を一定期間

軽減することや有価証券届出書におい

て提供が求められる財務諸表の年数を

限定するなどの検討が10月のワーキン

グ・グループで議論されることから、

その議論に先立ち協会として意見を取

りまとめた旨提案があり、審議の結果、

提案どおり承認された。 

 

Ⅱ 報告事項 

１．「監査役等への品質管理レビュ

ーの結果の通知について」に関す

る件 

平成25年７月26日に「監査役等への

品質管理レビューの結果の通知につい

て」を公表し、監査役協会との共同研

究の進捗を考慮し当面の取扱いとして

会員に周知を行った。このたび共同研

究が一応の決着をみて公開草案として

公表されることとなったため、この取

扱いを当面の取扱いから現状における

取扱いとして会員に通知し周知をはか

る旨、また、公認会計士・監査審査会

でも検査結果の監査役等への開示に係

る研修会資料が公表されることになっ

たため、あわせて会員に通知する旨報

告があった。 

２．「中小企業支援対応プロジェク

トチーム」の設置に関する件 

政府では平成25年３月末の中小企業

金融円滑化法の期限到来を踏まえ中小

企業・小規模事業者の経営改善・事業

再生支援を推進している。その関連政

策の一環として「中小企業経営力強化

支援法」に基づく「経営革新等支援機

関（認定支援機関）」制度において、

公認会計士は中小企業者への支援を行

う公的支援機関として位置付けられ、

経営改善、事業再生等の支援を行うこ

とが期待されている。 

経営改善、事業再生事業の活用促進

は担当官庁である中小企業庁等から当

協会に対し協力が求められていること

から、協会が行う中小企業支援対応と

しての施策の検討及びその実施方法等

を策定し、積極的な支援を行うために

「中小企業支援対応プロジェクトチー

ム」を設置した旨報告があった。 

 

このほか、主な審議・報告事項は次

のとおりです。 

○会計制度委員会からの研究資料『会

計制度委員会研究資料「アンケート

調査結果報告‐国際財務報告基準の

適用における実務上の対応（製造費

用関係）に関する調査‐（仮称）」

の公表について』に関する件 

○会社法監査の適切な実施に関する金



融庁の動向に関する件 

 

理事会 

（第48事業年度・第７回 

平成25年10月２日理事会） 

 主な議事内容は次のとおりです。 

Ⅰ 会長報告 

森会長から、中小企業の支援、税理

士法改正問題への対応、会務報告会の

実施状況、会長就任以降の主な広報活

動について、会則第95条に基づく報告

があり、協議を行った。 

 

Ⅱ 報告事項 

１．IFAC理事会ニューヨーク会議報

告に関する件 

平成25年９月５日から６日にかけて

ニューヨークにおいて開催された国際

会計士連盟（IFAC）理事会について報

告があった。 

２．第21回日韓定期協議報告に関す

る件 

平成25年９月10日に韓国のソウルに

おいて開催された当協会と韓国公認会

計士協会（KICPA）の日韓定期協議に

ついて報告があった。 

 

このほか、主な報告事項は次のとお

りです。 

○『「原子力発電所の廃炉に係る料金

・会計制度の検証結果と対応策(案)

」に関する意見募集の結果について

』に関する件 

○「平成24年度地域会別CPE履修結果

について」に関する件 

○「第34回研究大会（兵庫大会）の結

果報告」に関する件 

○国際会計人養成奨学金受給者の決定

に関する件 

○英文小冊子「Corporate Disclosure 

in Japan-Auditing編」の改訂作業

完了に関する件 

○「監査業務審査会活動報告」に関す

る件 

以 上 

（総務本部長 中塚雅一） 

 


